納品書
※本テンプレートは2023年10月施行のインボイス制度(適格請求書等保存方式)、2024年1月施行の電子帳簿保存法の電子取引データ保存義務化に完全対応しています。
※納品書は法律上の発行義務はありませんが、取引証跡の核として実務上ほぼ必須の書類です。本テンプレートは、適格請求書発行事業者が「適格請求書(インボイス)」としても運用できる設計です。
※標準納品書、納品書兼請求書、納品書兼受領書、納品書兼請求書兼受領書の4バリエーションに対応可能です。

納品書
[発行年月日:YYYY年MM月DD日] [納品書番号:NO-YYYY-○○○○]

【宛先】
[取引先の正式名称] 御中
住所:[取引先の住所]

【発行者(自社)情報】
[自社の正式名称] 住所:[自社の所在地] 電話番号:[電話番号] メールアドレス:[メールアドレス]
適格請求書発行事業者登録番号:T[13桁の数字(例:1234567890123)]
担当者:[部署名・氏名] 印

納品物一覧
	No.
	品名・サービス名
	型番・規格
	数量
	単位
	単価(税抜)
	金額(税抜)
	税率

	1
	[品名]
	[型番]
	[数量]
	[単位]
	[単価]
	[金額]
	10%

	2
	[品名]※
	[型番]
	[数量]
	[単位]
	[単価]
	[金額]
	8%(軽減)

	3
	[品名]
	[型番]
	[数量]
	[単位]
	[単価]
	[金額]
	10%

	4
	[品名]
	[型番]
	[数量]
	[単位]
	[単価]
	[金額]
	10%

	5
	[品名]
	[型番]
	[数量]
	[単位]
	[単価]
	[金額]
	10%


※印は軽減税率対象品目(8%)

金額内訳
10%対象 - 対象金額(税抜):金[○○○,○○○]円 - 消費税額(10%):金[○○,○○○]円 - 小計(税込):金[○○○,○○○]円
8%対象(軽減税率) - 対象金額(税抜):金[○○,○○○]円 - 消費税額(8%):金[○,○○○]円 - 小計(税込):金[○○,○○○]円
合計金額(税込):金[○○○,○○○]円

納品情報
· 納品日:[YYYY年MM月DD日]
· 納品場所:[納品場所(取引先所在地・倉庫・店舗等)]
· 納品方法:[宅配便/トラック便/手渡し/電磁的方法(データ納品)等]

備考
· 関連注文書番号:[注文書番号(該当する場合)]
· 検収期日:[YYYY年MM月DD日まで]
· 支払条件:[月末締め翌月末払い等]
· 特記事項:[特記事項があれば記載]

【オプション】納品書兼請求書として運用する場合
納品と同時に代金請求も行いたい場合、本納品書を「納品書兼請求書」として運用できます。書類のタイトルを「納品書兼請求書」に変更し、以下の項目を追加してください。

請求情報(納品書兼請求書として運用する場合に追加)
· 請求金額(税込):金[○○○,○○○]円
· 支払期日:[YYYY年MM月DD日]
· 振込先口座:
· 金融機関名:[銀行名]
· 支店名:[支店名]
· 口座種別:[普通/当座]
· 口座番号:[口座番号]
· 口座名義:[口座名義]
· 振込手数料:[貴社/弊社]負担

【オプション】納品書兼受領書として運用する場合
納品書下部に受領欄を設け、取引先に押印してもらうことで「納品書兼受領書」として運用できます。

受領欄(納品書兼受領書として運用する場合に追加)
上記納品物を確かに受領いたしました。
[YYYY年MM月DD日]
[取引先の正式名称]
住所:[取引先の住所] 受領者:[役職・氏名] 印
(印紙税の注意:5万円以上の金銭等の受取証書として第17号文書に該当する場合、印紙税が発生する可能性があります。電子納品書なら印紙税はかかりません。)

別紙1:インボイス制度対応の記入ガイド
本納品書を適格請求書(インボイス)として運用するための記入要件を整理します。

適格請求書の記載要件(消費税法第57条の4)
	No.
	項目
	記載場所
	確認

	1
	適格請求書発行事業者の氏名又は名称
	発行者情報
	☐

	2
	適格請求書発行事業者の登録番号(T+13桁)
	発行者情報
	☐

	3
	取引年月日(納品日)
	納品情報
	☐

	4
	取引内容(軽減税率対象品目はその旨を明記)
	納品物一覧
	☐

	5
	税率ごとに区分して合計した対価の額(税抜又は税込)
	金額内訳
	☐

	6
	適用税率(10%・8%)
	納品物一覧+金額内訳
	☐

	7
	税率ごとに区分した消費税額等
	金額内訳
	☐

	8
	書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称
	宛先
	☐



軽減税率対象品目の表示方法
※軽減税率(8%)対象の品目には、品名の横に「
※」「☆」「(軽)」等の記号を付けて区別表示してください。納品物一覧の末尾に「
※印は軽減税率対象品目(8%)」と凡例を記載することを推奨します。

適格請求書発行事業者でない場合
適格請求書発行事業者の登録を受けていない事業者(免税事業者等)は、本テンプレートの「適格請求書発行事業者登録番号」欄を削除して使用してください。ただし、その場合は受領側が仕入税額控除を受けられないため、取引上の影響が生じる可能性があります(段階的経過措置あり)。

別紙2:電子帳簿保存法対応の保管ガイド
2024年1月から、電子取引のデータ保存が完全義務化されました。電子納品書を取引先とやり取りする場合、以下の要件を満たして保存する必要があります。

電子取引データ保存の3要件

1. 真実性の確保
以下のいずれかの措置を講じる必要があります。
☐ タイムスタンプ付与 ☐ 訂正・削除履歴が残るシステムでの保存 ☐ 改ざん防止のための事務処理規程の策定・遵守

2. 可視性の確保
· ディスプレイ・プリンタで速やかに出力できる状態で保存
· 電子計算機処理システムの概要書・操作説明書を備え付け

3. 検索機能の確保
以下の3つの検索条件で検索できる状態で保存: - 取引年月日 - 取引金額 - 取引先
(基準期間の売上高が5,000万円以下の事業者は、税務調査時にダウンロード提供が可能であれば、検索機能の確保は免除される措置あり)

保存方法の選択
	取引パターン
	保存方法

	紙の納品書を発行・受領
	紙のまま保存(7年間)、又はスキャナ保存

	メール添付PDFで納品書を授受
	電子データで保存(義務)

	電子契約サービスで納品書を授受
	電子データで保存(義務)


メールで受領した納品書PDFを「印刷して紙で保管」だけでは、電子帳簿保存法違反となる可能性があります。電子契約サービスを使えば、3要件すべてを自動的に満たせます。

保存期間
· 法人:7年間(欠損金の繰越控除がある場合は10年間)
· 個人事業主(青色申告):7年間
· 個人事業主(白色申告):5年間

別紙3:納品書記載例(参考)
実際の納品書記入例を、サンプルデータで示します。

納品書(記載例)
[発行年月日:2026年5月21日] [納品書番号:NO-2026-0521-001]
【宛先】 ○○商事株式会社 御中 住所:東京都千代田区○○1-2-3
【発行者(自社)情報】 △△株式会社 住所:東京都港区○○4-5-6 電話番号:03-0000-0000 メールアドレス:info@example.com 適格請求書発行事業者登録番号:T1234567890123 担当者:営業部 山田太郎 印
【納品物一覧】
	No.
	品名・サービス名
	型番
	数量
	単位
	単価(税抜)
	金額(税抜)
	税率

	1
	プリンター用紙A4
	XYZ-A4
	10
	箱
	5,000円
	50,000円
	10%

	2
	コーヒー豆500g※
	COF-500
	4
	袋
	2,000円
	8,000円
	8%(軽減)


※印は軽減税率対象品目(8%)
【金額内訳】
10%対象: - 対象金額(税抜):50,000円 - 消費税額(10%):5,000円 - 小計(税込):55,000円
8%対象(軽減税率): - 対象金額(税抜):8,000円 - 消費税額(8%):640円 - 小計(税込):8,640円
合計金額(税込):63,640円
【納品情報】 - 納品日:2026年5月21日 - 納品場所:東京都千代田区○○1-2-3(○○商事株式会社本社) - 納品方法:宅配便
【備考】 - 関連注文書番号:PO-2026-0510-005 - 検収期日:2026年5月28日まで - 支払条件:月末締め翌月末払い

印紙税について
本書(納品書本体)の印紙税は、以下のとおりです。
	運用形態
	印紙税の取扱い

	純粋な納品書(取引内容の証明のみ)
	非課税

	納品書兼受領書(5万円以上の金銭等の受領を伴う)
	第17号文書として200円〜(金額により変動)

	納品書兼請求書
	通常は非課税(請求書部分は原則非課税)


※第17号文書の印紙税(主な区分): - 5万円以上100万円以下:200円 - 100万円超200万円以下:400円 - 200万円超300万円以下:600円 - 以後、金額に応じて段階的に増加

電子納品書なら印紙税ゼロ
本書を電子的方法(電子メール添付、電子契約サービス等)で授受する場合、印紙税は一切かかりません。これは「印紙税法上の課税対象は紙の文書のみ」と国税庁が見解を示しているためです。
特に「納品書兼受領書」を高額取引で運用する場合、電子化による印紙税削減効果が大きくなります。

「納品書」と関連書類のセット運用
納品書は、BtoB取引における一連の取引証跡の核です。以下の書類とセットで運用することで、業務効率と税務対応力が大きく向上します。
	書類名
	発行者
	発行タイミング
	主な目的

	契約書・基本契約書
	双方
	取引開始時
	取引条件の合意

	注文書(発注書)
	買主
	発注時
	発注内容の指示

	注文請書
	売主
	受注時
	受注の確認

	納品書(本テンプレート)
	売主
	納品時
	納品内容の証明

	検収書
	買主
	検収完了時
	検収完了の証明

	請求書
	売主
	月次又は納品後
	代金請求

	領収書
	売主
	入金時
	入金完了の証明


これら一連の書類を電子契約サービスで一元管理することで、取引証跡の連鎖が明確になり、税務調査・社内監査・取引紛争すべてに対応可能な体制となります。
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
